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社会資本の地域配分について 

林 正義（東京大学） 

1. 人口動態 

日本の人口 

2015 年 1 億 2,710 万人（国勢調査） 

ピーク時（2010年 1 億 2806 万人）から 5 年で約 100 万人減少 

人口推計（国立社会保障･人口問題研究所［2017］による中位推計） 

総人口 

2053 年（35 年後）：9,920 万人（１億人割れ） 

2065 年（47 年後）：8,810 万人 

生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下） 

2015 年：7,728 万人（ピーク時 1995 年の 8,726 万人から約 11%減少） 

2065 年（47 年後）：4,529 万人（ピーク時の約半分；2015年比で約 4 割減）．  

 

図表 1 人口変動 

 

（出所）国立社会保障・人口問題研究所［2017］ 

  

                                                      
 林正義, 2018「労働減少社会における社会資本整備: 生産性向上のための効果的な展開とは」

柳川範之（編）『インフラを科学する』第 8 章, 中央経済社（8 月出版予定）に基づく． 
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生産年齢人口＝潜在的な労働力 

→生産年齢人口の減少＝日本経済の生産能力が大きく衰退 

 

生産年齢人口と従属人口（高齢者人口＋年少齢人口）の接近 

→従属人口を含む人々の所得水準を維持するためには，就業者 1 人あたりの生産能力＝

労働生産性の上昇が必須の課題 

 

労働生産性の上昇 

 個人が身につける技量や能力（人的資本）の向上 

 労働を補完もしくは代替するような生産設備（民間資本）の充実 

 社会資本の充実 

 

社会資本 

 道路，港湾，公園，緑地，工業用地，上下水道，公営住宅，公営病院，公的学校施

設等の，企業の生産や個人の生活に資することを念頭に整備された物理的な基盤 

 社会資本は，その殆どが公共財的な性質を有するため，原則，公共部門によって整

備・提供． 

 「社会資本」という言葉には若干の注意が必要． 

➢ 英語圏では，その直訳である social capital は，本章で使用する意味とは異なり，

信頼・規範・ネットワークといった社会における協調行動を促進させる無形物

をさす概念として利用． 

➢ 一方，日本語で社会資本と呼ばれる概念は，「公共資本（public capital）」，「公共

インフラ（public infrastructure）」，もしくは「政府資本（government capital）」と

呼ばれる． 

➢ 日本でも「公共投資」という言葉が多用され，資本とは投資が蓄積したもので

あるから，本来は「公共資本」という呼称を用いるべき． 

➢ 残念ながら日本では「社会資本」との呼称が定着しているため，本稿では「社

会資本」を利用． 
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2. 社会資本の推移 

(1) 生産年齢人口の減少と生産力への含意 

 

コブ・ダグラス型の生産関数． 

𝑌 = 𝐴 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 (1) 

 労働（L）と民間資本（K）を活用して数量（Y）の生産が行われる 

 A は全要素生産性 

 とは生産に対する労働と民間投資の貢献度を表す正の係数． 

 生産年齢人口の動向は労働（L）の大幅な減少を示唆するから，生産量（Y）も同様

に減少する（程度はの大きさに依る） 

 労働力減少の効果を相殺するには，全要素生産性（A）か民間資本（K）を増やすし

かない． 

 

労働生産性 

𝑌

𝐿
=
𝐴 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽

𝐿
= 𝐴 ∙ 𝐿𝛼−1 ∙ 𝐾𝛽 (2) 

 全要素生産性（A）の向上や機械設備の導入等の民間資本（K）の蓄積は労働生産性

の向上につながる． 

 

社会資本：生産性を向上させる重要な要因のひとつ 

 全要素生産性 

𝐴 = 𝐵 ∙ 𝐺𝛾 (3) 

 G = 社会資本量 

 B とは正の定数 

 

（3）式を（1）式と（2）式に代入 

𝑌 = 𝐵 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾 (4) 

労働生産性（Y/L）: 

𝑌

𝐿
=
𝐶 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾

𝐿
= 𝐵 ∙ 𝐿𝛼−1 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾 (5) 

 社会資本（G）が増加（減少）すれば，生産量（Y）や労働生産性（Y/L）も増加（減
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少） 

  < 1 ならば労働（L）が増加すると生産性は減少 

 

(2) 社会資本の推移 

図表 2：4半世紀（1989 年度末～2014 年度末）の社会資本量の推計値（内閣府政策統括

官［2017］） 

 

 粗資本：現存する資本を特定時の価格水準で評価した数量．  

 純資本：経齢に伴う減耗や陳腐化等による資本財価値の減少を反映した数量． 

 生産的資本：経齢に伴って資本が提供するサービス量の減少を反映した数量． 

 

 全て 2000 年代から蓄積が鈍化．その度合いは純資本→生産的資本→粗資本の順番

で小さい． 

 特に純資本に関しては，その水準は横ばい，もしくは，年度によって微減． 

 

 

図表 2 社会資本量の推移 

 
（出所）内閣府政策統括官［2017］ 
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（追加図表 1）分野別シェア（×100％） 
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社会資本蓄積の鈍化は公共投資の大幅な減少による． 

 

2000 年度以降の公的固定資本形成（平成 23 暦年価格） 

 経済危機直後（2009 年度）や東日本大震災直後（2012～13 年度）に一時的に増加 

 2000 年度～2016年度の年間減少率は複利平均で 2.5%，単純平均で 2.8%． 

 

（追加図表 2）実質投資額（兆円） 

 

 

 戦後日本の公共投資は 90 年代の終わりまでほぼ一貫して増加 

 ただし，道路等は 70 年代以降に社会資本整備が集中→2020 年付近から徐々に寿命 

 社会資本の平均耐用年数： 

道路 49 年；港湾 49 年；治山 50 年；他部門はより短い 

 

 

西村・宮崎［2012］による将来推計 

 旧推計（内閣府政策統括官［2007］）の社会資本 18 部門のうち半分にあたる 9 分野

（道路・港湾・海岸・治水・治山・航空・都市公園・下水道・上水道）に関する推

計 

 2014 年度以降の新設改良費（公共投資）が 3％もしくは 1%減少する場合の粗資本

額を予測 
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図表 3 社会資本量の将来予測 

 
（出所）西村･宮崎［2017］ 
（注） 西村・宮崎［2013］の図 3-38 の元データに基づく．内閣府政策統括官［2007］における全 18 部門
のうち 9 部門の社会資本を合算したもの． 

 

 何れの場合も 2020 年度頃をピーク（約 460 兆円）に社会資本は減少を開始 

 2050 年度末には，247 兆円（3%の場合），および 318 兆円（1%の場合）と大きく

減少． 

 社会資本の生産効果を見る場合は，粗資本よりも生産的資本を利用すべき（OECD 

2009）．→図表 3は粗資本．図表 2：粗資本よりも生産的資本の伸びが小さい→将

来の生産的資本は西村・宮崎［2012］の予測よりも大きく減少？ 

 純資本に至っては既に 2000 年代から増加していない． 

 今後公共投資を一定の割合で減少していくと，労働力の劇的な減少に加えて多く

の社会資本が減少し，日本経済の生産能力に追加的な制約が課される． 
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3. 社会資本の生産効果 

(1) 生産の社会資本弾力性 

 =
𝑌の変化率

𝐺の変化率
 (6) 

 社会資本（G）1%の増加が，生産（Y）を何%増加させるかを表す． 

 日本では古くから研究の対象（華藤［1967］，Mera［1973］，Nose［1973］） 

 1990 年代以降は数多くの推定（林［2003］）． 

 公共投資が鈍化した 2000 年以降のデータを用いた研究は多くない． 

 

図表 4 生産の社会資本弾力性 

論文  期間 県内総生産 回帰モデル 推定方法 

林（2009） 0.209～0.278 1999～2004 
産業（農林水産業除
く） 

動学パネル 
階差
GMM 

宮川ほか
（2013） 

1.008 1991～2008 全産業 固定効果 IV 

0.714 1991～2008 製造業 固定効果 IV 

0.300 1991～2008 非製造業 固定効果 IV 

Kataoka
（2014） 

0.100 1990～2005 全産業＋政府部門 
固定効果 + スピル
オーバー 

OLS 

0.090～0.170 1990～2005 全産業＋政府部門 
固定効果+スピルオ
ーバー＋係数ダミー 

OLS 

大越
（2015） 

0.140 1991～2010 全産業＋政府部門 固定効果 OLS 

0.065 1991～2010 全産業＋政府部門 
固定効果 
1 時同次制約 

OLS 

中東（2017） 

0.131 1990～2010 製造業（第 2 次産業） 固定効果 FGLS 

0.204 1990～2010 
製造業（第２次産業）
北海道を除く 

固定効果 FGLS 

0.068 1990～2010 
非製造業（第３次産
業） 

固定効果 FGLS 

0.233 1990～2010 
非製造業（第 3 次産
業）北海道を除く 

固定効果 FGLS 

 

 弾力性の推定値は全て有意な正の値として推定 

 その値は 0.090～1.008 とバラツキ 

 内生性を考慮した推定（林［2009］，宮川ほか［2013］）では 0.209～1.008とバラツ

キが小さくなるとともに，値自体も大きくなる． 

 2000 年以前を対象の研究：70 年代中盤から社会資本の生産効果は減少（土居［2008］） 

 図表 4 の結果：近年では社会資本の生産効果が回復． 
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(2) 社会資本の限界生産 

𝜕𝑌

𝜕𝐺
= 𝛾 ∙ 𝐵 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾−1 = 𝛾 ∙

𝐵 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾

𝐺
= 𝛾 ∙

𝑌

𝐺
 (7) 

 社会資本を 1 単位増やしたときに生産がどれ位増えるかを測る指標 

 社会資本弾力性（）と社会資本の生産性＝社会資本 1 単位あたりの生産量（Y/G）

を掛け合わせた値（Y/G） 

 図表 4 の研究が想定しているように特定期間の社会資本弾力性（）が一定ならば，

社会資本の生産性（Y/G）の動向をもって社会資本の限界生産の推移をみることが

できる． 

 

都道府県別の社会資本の限界生産 

 A 地域より B地域のほうが社会資本の限界生産が大きい場合（AYA/GA < BYB/GB）

→国全体の生産の最大化が目的ならば B 地域の社会資本整備を優先すべき． 

 図表 4 の研究のように特定期間に加えて地域間でも弾力性が同値（=A=B）と想定

するならば，社会資本の生産性が大きい地域ほどその限界生産も大きくなる

（YA/GA < YB/GB  YA/GA < YB/GB）． 

 図表 5：全 47 都道府県毎に 2001～2014年度の社会資本生産性（Y/G）の平均値 

 図表 6：図表 5の元となった 2001年度から 2014 年度までの社会資本の生産性（上

位下位 10都道府県および全国値のみ） 

 

図表 5 都道府県別社会資本の生産性（2001 年度～2016 年度平均） 

 

（注）図表 5 における 2001 年度から 2014 年度までの各年度の値の，全 47 都道府県および全国値に関して
平均値を表したもの． 
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図表 6 社会資本生産性の推移 

 

（注）図における社会資本の生産性は都道府県別の総生産を当該都道府県の生産的社会資本で割った値を
1000 倍したである．総生産には内閣府［2017a］から得られる国内総生産（年度 2011 暦年価格）を内閣
府［2017b］から得られる県内総生産（年度，名目）のシェアで按分したものを利用した． 
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 社会資本生産性には都道府県間で大きなバラツキ． 

 東京都の生産性の高さは群を抜く．平均値（図表 5）では全国値の約 2.2 倍，最低

値（島根県）の約 5.4倍． 

 相対的に高い生産性を示す地域は，東京都と中心とする関東，愛知県と静岡県から
なる東海の一部，大阪府を中心とする近畿，そして，北部九州の中心である福岡県
と，大規模都市圏を含む都道府県． 

 

 生産性の通時的な変化にも地域差（図表 6）． 

 全国値：済危機以降の落ち込みはあるが期間を通じ生産性はほぼ横ばい 

 上位と下位の都道府県では傾向は異なる． 

 下位 10 道県：岩手県を除き全体的に緩やかな減少傾向 

 上位 10 道県：経済危機時の一時的減少を挟み，概ね横ばいか増加傾向 

 東京圏内 3 県（神奈川，千葉，埼玉）の増加は顕著，2016年度の生産性は 2001 年

度のそれよりも高い． 

 社会資本の生産性＝限界生産が高い都市部に社会資本整備を集中することで，一国

全体の生産をより効果的に増加できる． 
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4. 集積の経済と社会資本整備 

（1）集積の経済 

集積の経済（agglomeration economies） 

集積：特定地域における経済主体の密集 

＝地域特化：単一産業が特定空間に密集 

＝都市化：様々な複数の産業が特定空間に密集 

経済：集積を通じて生じる生産性の向上 

都市部の生産性の高さ⇔集積の経済 

 

集積による生産性向上への 3 つの経路 

① 企業間取引 

同一産業が同一地域に密集→同様の活動や需要をもつ企業が増加→ 

マッチング：中間取引において互いに適した取引相手を見つけやすい 

規模の経済：中間財の共同購入や最終製品の共同配送等を通じた費用の節約 

リスク・シェアリング：取引中断における他企業乗換が容易（在庫費用少ない） 

取引費用低減：対面取引の重要性 

② 雇用 

特定産業の集積→当該産業が需要する様々な人材も豊富に存在 

マッチング：企業と求職者が互いに適した相手を見つけやすい 

雇用時の技能訓練の必要性が小さい（小さい人材育成費用） 

リスク・シェアリング：迅速な人材の確保や解雇といった生産調整が可能 

③ 技術革新（イノベーション） 

企業間の対面交流は重要 

生産性向上には知識が必要→紙・電子媒体だけでは知識獲得不可能→ 

対面交流は外食や余暇活動等の非公式な接触によっても発生 

集積による対面交流の費用削減→技術や知識の伝播が容易 

 

地域特化と都市化 

都市化の経済では経済活動が複数の産業に跨がる 

地域特化よりもマッチングやリスク・シェアリングは更に容易化 

→対面交流を通じて伝播する技術や知識の量と範囲は飛躍的に大きい 
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（2）集積（都市化）の効果 

都市規模（S）と社会資本の効果を除いた全要素生産性（B = A/G）の関係： 

𝐵 = 𝜙 ∙ 𝑆𝜎 (8) 

 ：生産の都市規模弾力性 

 

生産関数： 

𝑌 = 𝜙 ∙ 𝑆𝜎 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾 (9) 

社会資本の限界生産： 

𝜕𝑌

𝜕𝐺
= 𝛾 ∙

𝑌

𝐺
= 𝛾 ∙

𝜙 ∙ 𝑆𝜎 ∙ 𝐿𝛼 ∙ 𝐾𝛽 ∙ 𝐺𝛾−1

𝐺
 (10) 

 都市規模（S）が大きい程，社会資本の限界生産も増加する． 

 その場合，都市規模が大きければ地域内の労働（L）や資本（K）の賦存量も大きい

であろうから，社会資本の限界生産は更に大きくなる． 

 

推定→（9）式を自然対数変換 

ln 𝑌 = ln𝜙 + 𝜎 ∙ ln 𝑆 + 𝛼 ∙ ln 𝐿 + 𝛽 ∙ ln𝐾 + 𝛾 ∙ ln𝐺 (11) 

 

図表 7：日本における都市化の経済を検証した研究の一覧 

 一部（Kanemoto et al.［1996］，Nakamura［2012］，Ohtsuka and Goto［2015b］，Ohtsuka

［2017］）を除き，社会資本の効果（lnG）は考慮されていない． 

 都市規模を表す変数：人口規模，人口密度，雇用量 

 事業所単位のデータを用いた推計は Morikawa［2011］と Nakamura［2012］のみ 

 他は地域単位（市・都市圏・都道府県）の集計データを用いている． 

→都市規模が雇用量で表されると，都市規模と労働が同値になる（lnS = lnL）ため，

（11）式は以下のようになる． 

ln 𝑌 = ln𝜙 + (𝛼 + 𝜎) ∙ ln 𝐿 + 𝛽 ∙ ln𝐾 + 𝛾 ∙ ln𝐺 (12) 

 都市規模弾力性（）は識別不可能 

 そこで多くの研究は，労働と資本に関して一次同時（ +  = 1）を仮定し，a との

推定値を用いて都市規模弾力性（ = a +  − 1）を識別． 
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図表 7 集積（都市化）の経済にかかる先行研究 

論文 
都市規模を倍に
したときの生産

の増加 
期間 被説明変数 

都市規模
を表す変

数 
地域単位 

Nakamura
（1985） 

2%～5.4%* 
1979（横
断） 

総生産（製造業/複
数） 

DID 人口 市 

Tabuchi (1986) 0.8%～5.5% 
1980（横
断） 

労働生産性（製造
業/複数） 

人口密度 市 

Kanemoto et al. 
(1996) 

2.1% 
1985（横
断） 

総生産（民間部門） 雇用 都市圏 

Tabuchi and 
Yoshida (2000) 

4.9％～8.3% 
1992（横
断） 

労働生産性（製造
業） 

人口 都市圏 

Nakamura
（2008） 

2.2％～5.1% 
2003（横
断） 

総生産（製造業） 人口 都道府県 

5.1％～15.9% 
2003（横
断） 

総生産（卸小売） 人口 都道府県 

7.5％～5.9% 
2003（横
断） 

総生産（金融仲介） 人口 都道府県 

大塚（2008） 

6.1％ 1980～2002 総生産 人口 都道府県 

6.7% 1980～2002 総生産（製造業） 人口 都道府県 

6.7% 1980～2002 総生産（非製造業） 人口 都道府県 

Ohtsuka et al. 
(2010) 

2.7% 1980～2002 総生産（製造業） 人口密度 都道府県 

0.9% 1980～2002 総生産（非製造業） 人口密度 都道府県 

Morikawa (2011) 

5.6%～33.3% 
2002～2005
の何れか
（横断） 

付加価値（製造業）
12 区分別** 

人口密度 市 

1.9% 
2002～2005
の何れか
（横断） 

付加価値（製造業）
総額** 

人口密度 市 

Nakamura (2012) -4.3%～4.9%* 
2005（横
断） 

労働生産性（製造
業）15 区分別** 

昼間人口 市 

Kakamu et al. 
(2012) 

7.8%～10.3% 1991～2000 総生産（製造業） 雇用 都道府県 

Ohtsuka and Goto 
(2015a) 

11.9% 1980～2005 総生産（製造業） 人口密度 都道府県 

9.3% 1980～2005 総生産（非製造業） 人口密度 都道府県 

Ohtsuka and Goto 
(2015b) 

7.9% 1980～2009 総生産 人口密度 都道府県 

4.2% 1980～2009 総生産（製造業） 人口密度 都道府県 

2.2% 1980～2009 総生産（非製造業） 人口密度 都道府県 

Ohtsuka (2017) 18.7% 1980～2010 総生産 人口密度 都道府県 

（注）*有意な係数のみ; **事業所単位の個票データを使用．他は集計データ． 
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都市規模が 2 倍になったときの生産量の変化率 

 都市規模弾力性に 2 の自然対数値（ln2  0.693）をかけた値 

他の変数（L, K, G）の値を（L0, K0, G0）に固定し，都市規模 S を S0→S1 = 2S0と 2

倍に増加． 

それにより生産量は Y0 → lnY1 へと変化 

変化前の生産量（対数変換値）：lnY0 = ln + lnS0 + lnL0 + lnK0 + lnG0 

変化後の生産量（対数変換値）：lnY1 = ln + lnS1 + lnL1 + lnK1 + lnG1 

変化率：lnY1 − lnY0 = lnS1 − lnS0 = (lnS1 − lnS0) = ln(S1/S0) = ln(2 S0/S0) = ln(2) 

 

結果まとめ 

 図表 7 の結果からは日本でも都市化の経済が観測されると考えてよい（殆どの研究

において都市化は生産能力に対し正の有意な効果をもつ）． 

 有意な負の推定値となったのは Nakamura［2008］による「綿・スフ織物業」におけ

る効果のみ． 

 都市規模が 2 倍になる効果は 2％から 22.8%（上記負の効果除く）となり，Rosenthal 

and Strange［2004］が示した値（3%から 8%）よりも振れ幅が大きい 

 推定値のバラツキの原因：被説明変数（生産量・労働生産性・産業部門別）や都市

規模（を表す変数雇用・人口規模・人口密度）の違いに加え，データにかかわる単

位（集計・個票），時期（80 年代・90 年代・2000 年代），集計範囲（市・都市圏・

都道府県），および，形式（横断・パネル）等の違いが大きい 

 Melo et al.［2009］（メタ分析）：非製造業部門（サービス部門）の都市規模弾力性は

製造業部門より約 0.07大きい． 

同様の結果を示すのは Morikawa（2011）のみ 

他の研究→両者の違いはない，もしくは，製造業のほうが高い．  

 

（3）集積の不経済と社会資本整備 

都市化のデメリット：「交通費用」と「混雑」 

 交通費用：都市空間の拡大→住民の通勤距離や必要物品の輸送距離の拡大→都市全

体では通勤・輸送費用の増加は都市空間の増加より速く増加 

 混雑（道路混雑）：特定空間における人や企業の密集→一定の距離を移動する時間

の増大 

 混雑（都市問題）：特定空間における人や企業の密集→既述の道路混雑に加え，騒

音，空気汚染，日照・通風問題，廃棄物処理，その他公衆衛生上の問題等の発生 
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社会資本整備による都市化のデメリットの緩和 

 経済活動に必要な人や物の移動には，道路・鉄道・港湾・空港などの交通インフラ

が必要とされ，当該インフラが存在しない場所では重要な経済活動は維持できない 

 公衆衛生上の問題を発生させずに特定の空間に多くの人々が居住するには，優れた

上下水道設備や家庭ゴミ・産業廃棄物処理施設が必要 

 優れた人材を新規に雇用したい場合，地域における有力な大学・研究機関や魅力的

な文化的施設の存在は大きな助け． 

 

社会資本の特質：都市的地域ほど社会資本の生産効果が高い 

 その利用量にかかわらず，その設置に大きな固定費用を要する． 

 その便益は公共財的な性質を有するため，混雑が発生しない限度内では利用量が増

えても追加的な費用が発生しない． 

 その利用許容限度を超えて人や企業が密集すると，混雑を初めとする様々な問題が

発生 

 集積が進んだ空間に整備される社会資本ほど高い効果を発揮できる：当該問題の多

くは追加的な社会資本整備によって解消→更なる集積→更なる地域経済の生産性

の向上 

 

都市規模と社会資本の双方の効果 

 独立した効果［（11）式］：Nakamura［2012］，Ohtsuka［2017］ 

 社会資本と都市規模が互いに補強しながら地域の生産性に影響を与える効果→交

叉効果（Kanemoto et al.［1996］，Ohtsuka and Goto［2015b］） 

 都市圏データを用いた Kanemoto et al.［1996］よりも都道府県データを用いた

Ohtsuka and Goto［2015b］のほうが効果を大きく推定 
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5. これからの社会資本整備のありかた 

日本経済の生産性向上には社会資本の充実も効果的→社会資本整備の財源？ 

 国内総生産の 2倍以上もの公的債務 

 社会保障関係費が大きく拡大 

 無差別に社会資本整備を進めることは難しい→より高い効果が見込まれる部門や

地域に整備を重点化 

 集積が発生している都市部ほど社会資本の限界生産は高い→都市部に重点化して

社会資本整備を展開するで，日本経済全体の生産性の向上に大きく貢献する． 

 

「消滅可能性都市」（増田［2014］）←2010 年国勢調査に基づく人口推計 

 896 の自治体を「消滅可能性都市」と呼ぶ 

 それ以来「地方創生」というかけ声の下で，非都市部の人口減少を食い止めるため

に多額の予算が措置． 

 他の地域から住民を呼び込むような事業であれば（米山 2018），減少する人口の奪

い合いにすぎず，日本全体でみれば公金の浪費． 

 

「消滅可能性都市」その後←2015年国勢調査に基づくの人口推計（2017 年） 

 2017 年の人口推計（国立社会保障・人口問題研究所［2017］）では，消滅可能性都

市とされた 896のうち約 8 割で以前の予測より人口減が加速 

 2017 暦年の住民基本台帳による人口移動をみると，全市町村のうち転入者が転出

者を上回ったのは都市部やその周辺のベッドタウンなどに限られ，全体の約 74%に

当たる 1,284 の市町村では転出者が転入者を上回る（総務省［2017］）． 

 

 非都市部における地域移動を通じた人口減少は政策的コントロールできない． 

 日本における現状の財政状況を考えると，将来人口が激減する地域に積極的に社会

資本を整備することは困難． 

 急激な地域人口の減少と地方財政運営の困難化を所与にして，限界集落の中心集落

への再編を含む「積極的な撤退」（林・齋藤［2010］）を探るべき． 

 「撤退計画」としての「コンパクト・シティ化」 

 「戦略的な撤退」を効果的に展開する点において非都市部における社会資本整備の

最も大きな意義が見いだせる． 
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（追加図表 3）2015 年と 2045 年の市町村人口．  
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